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新内閣に望む 

2021 年 11 月 11 日 

一般社団法人 日本経済団体連合会 

 

 With コロナにおける社会経済活動の活性化が急務となっている。本格始動し

た新内閣には、安倍・菅両政権下における成長戦略を発展的に継承し、経済の

底上げを目指した成長主眼の「成長と分配の好循環」実現を求める。わが国の

未来を切り拓くための新しい経済社会のビジョンとロードマップを早期に示す

とともに、官民協力の下、現下の難局を乗り越える政策課題の解決に迅速果敢

に取り組んでいただきたい。この取り組みにより、わが国産業の国際競争力向

上を通じた安定かつ力強い経済成長を実現し、安心・安全で国際的に信頼でき

る国として存在感を発揮することを希求する。 

  

岸田総理が掲げる「新たな資本主義」は、経団連の「サステイナブルな資本

主義」と軌を一にする。市場原理に過度に傾注した「新自由主義」は、一面で

格差の拡大・再生産、地球温暖化・新型コロナのパンデミックなどの生態系の

破壊を生んだ。これら課題に対する民間の自主的な解決への取り組みを尊重し

つつも、自然環境、社会インフラ、医療・教育等の制度資本などの社会的共通

資本の構築や、危機管理体制の整備といった市場経済だけでは解決しえない課

題については、国民の理解・受容を前提とした政府のコミットメント強化が必

要となる。その際、格差是正に関しては、価値創造による経済のパイ拡大を目

指し、成長を維持しつつ、その成果の適正な分配を図るべきである。 

 

 経団連は、自らも社会性の視座を持ちつつ、新内閣と一体となって、新型コ

ロナ禍の克服とサステイナブルな資本主義による、持続可能で豊かな未来社会、

即ち Society 5.0 for SDGs の実現に向けて全力を尽くす。具体的には、デジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）とグリーントランスフォーメーション

（ＧＸ）、さらにはスタートアップ振興を通じた社会変容を実現する。これに加

えて、地方創生、働き方の変革、人材育成、国際社会との連携・協調、全世代

型社会保障改革、税制改革、規制改革などの構造改革を強力に推進する。この

ため必要な政策に関して、以下、新内閣に要望する。 
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記 

1. 新型コロナウイルス感染症対策 

- 公衆衛生の危機に対応する、国・地方自治体による病床調整・入院調整

等に関する強い指揮権限・体制の整備。 

- 経口治療薬等を活用した一般病院等での早期治療体制の確立。 

- 国産治療薬・ワクチン開発支援、ブースター接種の実施をはじめとする

感染症収束に向けた取り組みの推進。 

- ワクチン・検査パッケージを活用した社会経済活動の活性化。 

- ワクチン接種者に対する帰国・入国後待機期間の免除。 

- 国内外でシームレスに活用できるワクチン接種証明のデジタル化。 

 

2. 「サステイナブルな資本主義」の確立 

- Society 5.0 for SDGs の実現をゴールに据えた、With コロナ・Post コ

ロナ、超高齢・人口減少時代の経済社会、対外経済関係の在り方を俯瞰

するビジョンとロードマップ・ＫＰＩの策定。 

 

3. 科学技術立国を目指したＤＸ1、ＧＸ2、スタートアップ振興 

- デジタル社会やカーボンニュートラルを目指した、ＤＸ、ＧＸ分野での

ハード・ソフト両面におけるイノベーション創出や社会実装に向けた 

複数年度にわたる予算措置、研究開発税制の強化や投資減税措置の拡

充・創設（半導体、ＡＩ、量子、バイオ、革新的製造技術、水素・アン

モニア、原子力、核融合、ＣＣＵＳ<二酸化炭素回収・有効利用・貯留

>、Beyond５Ｇ等）。 

- 中堅・中小事業者も含むサプライチェーンを通じたＤＸ、ＧＸの実現に

向けたデータ連携の推進。 

- ＤＸ、ＧＸをはじめ、幅広い分野における規制・制度の抜本的な見直し

と改革の実現。 

- 若手研究者への支援、次世代技術への重点投資。 

- デジタル臨時行政調査会による国・地方を通じたデジタルガバメントの

確立・徹底、教育・医療・民間部門におけるＤＸの加速、個人情報を含

むデータ利活用のルール整備と促進、サイバーセキュリティー強化。 

 

                         
1 デジタルトランスフォーメーション 
2 グリーントランスフォーメーション 
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- 科学的根拠に基づくＧＸのロードマップの明示と社会インフラ（水素も

含む次世代電力・エネルギーシステム）の整備。 

- 再生可能エネルギーの主力電源化や原子力の持続的活用を含むエネル

ギー政策の具体化。 

- 成長や競争力に資するカーボンプライシングの議論の深化。 

- 経済の構造変容に向けたスタートアップの振興（起業家教育、人材流動

化、成長資金供給、税制支援、調達改革等）。 

 

4. 地方創生 

- ＤＸ・ＧＸを梃子とした内発型の地域づくり、「デジタル田園都市国家

構想」の実現に向けた地方への成長投資の加速。 

- テレワーク等を活用した地方への新たな人の流れの創出、地方分権等に

向けた国と地方のあり方の検討推進。 

- 農業の成長産業化・輸出産業化、持続可能な観光産業の実現に資する 

構造改革の推進。 

- 特区、サンドボックス、グレーゾーン解消制度等の活用。 

- 取引価格適正化等を通じた活力ある中堅・中小企業・小規模事業者の 

創出。 

- 防災・減災・国土強靭化の推進。 

- 第２期復興・創生期間の早期完遂に向けた、官民連携による東日本大震

災からの復興支援活動の加速。 

 

5. 働き方の変革と人材の育成 

- 裁量労働制の対象拡大の早期実現等、労働時間の長短に応じた賃金支払

を原則とする現行労働法制の見直し。 

- 変化の激しい人生百年時代に対応した、産学官連携による「学びと仕事

の好循環」の確立。リカレント教育・リスキリング等の推進支援。 

- 成長分野・産業等への円滑な労働移動に資する環境整備。 

- 多様性を受容する新しい時代に対応した初等中等・大学教育改革。 

- 理数系教育の充実・拡充、グリーン人材、グローバル人材の育成強化 

（邦人の海外留学・外国人の国内留学支援と海外大学との連携強化）。 

- 新産業創出に向けた産学官連携の中核となる地方の大学等の機能強化・

環境整備。 

- ダイバーシティー＆インクルージョンの推進。  
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6. 国際社会との積極的な連携・協調 

- 自由で開かれた国際経済秩序の再構築。 

- 自由な貿易・投資に留意した経済安全保障の確保。 

- 基本的な価値観を共有する諸外国との協調の推進。 

- 国境を越えるデータ流通の推進。 

- 地球温暖化・国際課税等の国際的ルール形成の主導。経済連携協定、  

投資協定・租税条約、ＪＣＭ（二国間クレジット制度）の拡充。 

 

7. 財政健全化と持続可能な全世代型社会保障改革 

- 成長と財政健全化の両立。成長に資する賢い支出の徹底。 

- 効率的・効果的かつ安心な医療・介護提供体制の構築も含めた全世代型

社会保障改革の実現。 

 

以 上 



2021 年 11 月 
 

「イノベーション・コモンズ(共創拠点)」に関する意見 
 

                     経団連 ＳＤＧｓ本部長 

                          池 田 三 知 子 

（１）「イノベーション・コモンズ」の意義 

◇「第５次国立大学法人等施設整備５か年計画」推進にあたり、「イノベーショ

ン・コモンズ（共創拠点）」の概念を掲げたことは時宜を得たものである。  

◇国立大学等には「社会に開かれた知の拠点」として、研究・教育・社会貢献

面で、より一層の機能を果たすことを強く期待したい。経済界や地域コミュ

ニティなど幅広いステークホルダーとの交流・連携・協働が不可欠である。 
 

（２）「イノベーション・コモンズ」の考え方 

◇「社会に開かれた知の拠点」として、地域、国内、さらには国際社会におけ

る社会課題を的確に把握し、その課題解決に資するソリューション・イノベ

ーションを提供し、価値創造型社会への変革に積極的に貢献すべきである。 

◇社会課題を的確に把握し課題解決に貢献するため、国内外の大学・研究機関

等はもちろん、国内外の経済界や政府・自治体、地域コミュニティなどの多

様なステークホルダーと、対面・オンラインでコミュニケーションを円滑に

取ることが可能な「場」が、ハード面でもソフト面でも必要である。 

◇大学等の施設・設備等の利用にとどまらず、バーチャル空間も積極的に活用

するなど、大学関係者のマインドも含め、地域コミュニティや国内外に対し

て、よりオープンなものとすることが求められる。 
 

（３）「イノベーション・コモンズ」の実現に向けた取組の要点 

◇「Society5.0 for SDGs」の実現に向け、とりわけＤＸ・ＧＸに資するイノ

ベーションは喫緊の課題である。大学のシーズと経済界のニーズとのマッチ

ングが肝要である。産官学連携等による、社会実装化に向けた取組みも重要

である。 

◇教育面では、個別最適な学びやリベラルアーツ教育、さらにはリカレント

教育への期待が高まっている。変化の激しい人生百年時代にあって、産官公

学との連携を通じて「学びと仕事の好循環」を生み出せると良い。最近、日

本企業でも即戦力を求める傾向が一部にあることにも留意すべきである。 

◇地方創生に向けて、大学等が研究面や人材面で役割を果たすことも期待され

る。とりわけ地域コミュニティとの交流・連携・協働を重視すべきである。 

◇何に重点を置いて取り組むか、個々の大学等毎の戦略が必要である。横並

び的な発想を排除し、個々の大学等の強みや特徴を活かす努力が求められ

る。特色ある好事例を積み重ね、他大学等が参考にすることも有効である。 
 

（４）国の支援策、大学・地域・産業界等への期待 

◇イノベーション・コモンズ実現に向け、個々の大学等の特徴・戦略に応じた、

メリハリの付いた国の支援策が必要である。財政面の支援はもちろん、「社会に

開かれた知の拠点」に向け、阻害となっている規制があれば見直すべきである。 

                        以 上 


